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１ 指針策定の経緯                              

市では、東久留米市第５次長期総合計画基本構想におけるまちづくりの基本理念「みん

なが主役のまちづくり」に向けて、「協働によるまちづくりの推進」を基本的な施策として

掲げています。 

この推進に向けては、市民が市政へ参加していただくことに重きを置く「市民参加」と、

市民や地域活動団体等と市が共通の目標に向かって協力して行動する「協働」、そして、こ

れらを下支えする「情報提供、情報発信」について考え方を整理し、それぞれの方向性を

示し、取り組みを進めていくことが必要です。 

市民参加に関する検討を振り返れば、市民委員で構成された東久留米市基本条例（仮称）

研究会から平成 14 年７月に報告書が提出されました。また、その後に庁内職員で構成され

た東久留米市市民参加条例（仮称）検討委員会が報告書（平成 16 年３月）を取りまとめて

おり、その過程で試行的にパブリックコメントも実施してきました。 

これらの経緯やこれまでの検討経過などを踏まえ、平成 16 年３月の東久留米市市民参加

条例（仮称）検討委員会報告書で示された事項を基本に、その他必要となる事項を加え、

市民参加のガイドラインとして活用するとともに、市民参加や協働の土台となる、市政や

市民活動に関する情報などを、様々な情報提供手段を活用して積極的に提供、発信できる

よう、情報提供に関するガイドラインとしても整理のうえ、平成 29 年 10 月、「市民参加・

情報提供の指針」を策定しました。 

 

２ 改訂の趣旨と背景                               

指針の策定から約７年が経過（令和７年４月時点）する中、昨今の新型コロナウイルス

感染症の世界的な感染拡大は社会経済情勢に大きな影響を与えるとともに、ウィズコロナ、

ポストコロナで求められた「新しい生活様式」に向けて、社会全体が大きく変化しました。 

特に、急速なデジタルの進展による、テレワークの普及や様々なサービスなどのオンラ

イン化を背景に、働き方や暮らし方に対する意識に変化が生じるとともに、デジタルを活

用したコミュニケーション手法も広がりを見せています。 

本市では「東久留米市ＤＸ推進方針」を策定するとともに、行政手続のオンライン化の

さらなる推進と市民の利便性向上を図るため、国の情報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律の趣旨に基づき、「東久留米市行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する条例」を改正し、名称を「東久留米市情報通信技術を活用した手続等の推進に関す

る条例」とし、令和５年６月に施行しました。 

このような社会背景を踏まえた情報発信の在り方とともに、より幅広い方々からの意見

収集に向けて、「市民参加・情報提供の指針」を改訂するものです。 
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３ 市民参加と協働                                

市民参加とは、行政が様々な手法により市民の意見や考え方などを聴き、市政運営の参

考にすることによって、市民が市政へ参加していただくことに重きを置いて取り組むもの

です。一方、協働とは、市民や地域活動団体等と市がそれぞれの権限と責任のもと、共通

の目標に向かって知恵と力を出し合い、より高い成果をめざすものです。 

 

４ 市民参加の定義                              

 市民参加とは、基本的には市政運営を行っていくにあたり、市民がさまざまな形で行政

活動に自主的に参加することを言い、市民が住みたい、住み続けたいと思える魅力あるま

ちづくりをめざしていくこととします。 

 また、市民参加にあたっては、市政運営に関係する市民が広く参加できるものとします。 

 

５ 市民参加の現状                              

 市では、二元代表制の中で、長・議会の本来の機能と責任を勘案しつつ、市民参加への

取組に努めてきました。今回、指針を見直すにあたり、令和６年 10 月１日現在の、附属機

関（地方自治法第 138 条の４第３項の規定に基づき設置されたもの）と附属機関に準ずる

機関（市の事務事業について審査、調査等を行うため、要綱等により市長その他の執行機

関に設置された審査会、委員会等）における市民参加の状況及び、令和３年度から令和５

年度の３年間の市民参加の状況を調査した結果、以下のとおり、市民参加手続を実施して

きました。 

 なお、本指針の策定当時には、平成 28 年 10 月 1 日現在及び、平成 26 年度から平成 28

年度を期間として、同様の調査を実施しています。令和３年度から令和５年度の３年間は、

新型コロナウイルス感染症の影響による活動自粛や参加人数制限等があり、一概に調査結

果を比較、分析することは難しい状況ではありますが、指針を見直すにあたり、前回と今

回の結果を比較しながら検討にあたりました。 

 

（１）附属機関および附属機関に準ずる機関における市民参加 

 令和６年 10 月１日現在、市には５の行政委員会および 68 の審議会・委員会・協議会等

（以下、「附属機関等」と言う。）が設置されています。 

附属機関等の延べ委員数は 773 名であり、そのうち男性が 470 名（60.8%）、女性が 303

名（39.2%）です。また、市民としての枠で就任している構成員の人数は 214 名です。なお、

委員の公募を行っている附属機関等が 16 機関ありました。 

述べ委員数 773 名のうち、市民は 214 名就任しており、全体に対する割合は 27.7%となっ

ています。前回（平成 28 年 10 月１日時点）の調査時は、附属機関等の延べ委員数は 655

名、そのうち市民としての枠で就任している構成員の人数は 185 名、割合は 28.2%であった

ため、割合としては 0.5%減少していますが、述べ委員数が 118 名、市民が 29 名と人数はそ
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れぞれ増加しています。 

また、前回の男女比は男性が 400 名（61.1%）、女性が 255 名（38.9%）であったことから、

女性が占める割合は、0.3％増加しました。 

なお、審議会・委員会・協議会等の状況については、令和４年度より、市ホームページ

で公表しています。                     ※ 別紙①参照    

 

（２）市民による市政への意見の聴取等                       

 市では、市民意見を広く聴取する機会として、パブリックコメント制度をはじめとする

下記のような様々な取り組みを行い、市の取り組みに対する意見や満足度などを把握し、

市政への反映に努めています。 

 また、パソコンやスマートフォンから直接、ご意見を入力できるアンケートフォームを

活用するなど、デジタルの活用にも取り組んでいます。       ※ 別紙②参照  

 

① パブリックコメント制度 

パブリックコメント制度を活用し、市民意見を聴取した事業名称、提出意見数につい

て調査しました。 

前回の調査時は、31 件のパブリックコメントを実施し、1,336 件のご意見をいただき

ました。これは、平成 26 年度に実施した「東久留米市子ども・子育て支援事業計画（素

案）」に関するパブリックコメントが 406 件のほか、同年度「子ども・子育て支援新制度

実施へ向けて、市が条例で定める施設等の基準（素案）」が 101 件、平成 27 年度に実施

した「東久留米市家庭ごみ有料化に向けた実施計画（案）」が 106 件、平成 28 年度に実

施した「今後の東久留米市立図書館の運営方針（案）」が 379 件と、４つの案件で計 992

件のご意見をいただいたことが大きな要因でした。また、これら４件を除いたご意見数

は、27 件のパブリックコメントに対して、344 件のご意見でした。 

令和３～５年度では、28 件のパブリックコメントを実施し、53 名の方より 157 件のご

意見をいただきました。前回の調査時及び、今回の調査においても、パブリックコメン

トの案件によりご意見数に差があることから、一概に要因を分析することは難しいもの

の、ご意見数は減少していることがうかがえます。 

一方、今回の調査におけるご意見の提出方法は、電子メールによる提出者が 40 名、FAX

が９名、郵送・持参が４名でした。 

ご意見をいただいた方の 75.5%が電子メールを活用しており、デジタルによる市民参加

が進んでいる傾向であることがわかります。 

② 市民説明会 

市民に事業決定の前などに市の考えを説明し、意見聴取等を行った市民説明会の名称、

実施回数について調査しました。 

前回の調査時は、230 回の市民説明会を実施していますが、このうち、平成 26 年度に
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実施した「ボックス前説明会」が 72 回、平成 28 年度の「家庭ごみ有料化に向けた説明

会」が 131 回と、２項目で、計 203 回実施していることが主な要因となっています。こ

れらの説明会は、広く市民が対象となる身近な行政サービスに関する内容であったこと

から、より丁寧に説明するため、実施回数が多くなる結果となりました。 

令和３～５年度においては、９件の項目について 15 回の市民説明会を実施しました。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、対面による説明会は、令和３年

度０回、令和４年度は３回の実施でした。令和５年５月に感染症法上の位置付けが５類

感染症に移行したことから、令和５年度は６回実施しています。 

なお、説明会はいずれも対面で行いましたが、うち２件は説明会後、市ホームページ

にて動画配信を行いました。 

③ 市民ワークショップ等（懇談会や意見交換会を含む） 

市民と市、または市民同士が相互に議論することにより、案を作り上げていく手法を

用いて実施した市民ワークショップ等の名称、実施回数について調査しました。 

前回の調査時は、８件の項目について 33 回の市民ワークショップ等を実施しました。 

令和３～５年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、令

和３年度は、オンライン開催により１件について２回、令和４年度は対面により１件に

ついて１回の実施でしたが、令和５年度に６件の項目について、計 14 回の市民ワークシ

ョップ等を実施したことにより、３年間で、計８件の項目について 17 回の実施となりま

した。 

また、無作為抽出により市民を選出して実施した、意見交換会やタウンミーティング

の名称、実施回数について調査しました。令和３～５年度においては、令和５年度にタ

ウンミーティングを３回実施しました（前回の調査時は実施無し）。 

④ 市民の声への対応 

市に寄せられた市民の声への対応状況について調査しました。令和３～５年度におい

ては、2,892 件のご意見等をお寄せいただき、匿名の方等を除いた 2,801 件の市民の声へ

の対応を行いました。 

市政に対するご意見やご要望は、窓口等で直接お話をお聴きするほかに、市ホームペ

ージや市内４か所に設置してあるご意見箱などでお受けしています。前回調査時のご意

見等をお寄せいただいた件数、1,426 件から２倍以上のご意見等をいただきました。 

市ホームページのご意見入力フォームを活用いただくことで、時間や場所を選ばずご

意見を送信できることが、増加要因の 1 つであると考えられます。 

⑤ アンケート調査 

 市民意向を把握するために実施したアンケートの名称、対象者数（アンケート送付数）、

有効回答数について調査しました。 

前回の調査時は、32 件、63,812 人（母数が不明である対象者は除く）を対象にアンケ

ート調査を実施し、39,246 件の有効回答を得ました。このうち、平成 27 年度に実施した
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「元気度アンケート調査」が、26,871 人を対象に実施し、18,065 件の有効回答を得てお

り突出しています。本件を除くと、31件のアンケートの合計は、36,941 人を対象に、12,375

件の有効回答となっています。 

令和３～５年度においては、34 件、29,866 人（母数が不明である対象者は除く）を対

象にアンケート調査を実施し、19,484 件の有効回答を得ました。実施方法は紙媒体のみ

が 14 件、電子媒体のみが５件、紙媒体と電子媒体の併用が 15 件でした。 

⑥ アイデア・名称等の公募 

 アイデアや名称等を広く市民から募集した事案、実施回数について調査しました。 

前回の調査時は、キャラクター名称の公募と標語の公募をそれぞれ１件行いました。

令和３～５年度においては、新設道路の愛称の公募と標語の公募をそれぞれ１件行い

ました。 

⑦ その他 

  公聴会やシンポジウム・フォーラムの実施、市民モニター制度の採用、動画配信での

説明に対する意見聴取、学習会や体験型講座での意見交換等の開催についても調査しま

した。 

前回の調査時は、８回のシンポジウム・フォーラムを実施しました。 

令和３～５年度においては、説明動画の公開による意見聴取を１回、学習会や体験型

講座での意見聴取を 78 回実施しました。 

 

６ 市民参加の仕組み                              

（１）市民参加の対象                              

市は、次の行政活動を行うときは、あらかじめ市民参加の手続きを行うものとします。 

 

① 次に掲げる条例の制定又は改廃 

  ⅰ 市の基本的な制度を定める条例 

  ⅱ 市民等に義務を課し、又は権利を制限する条例 

 ② 市民生活又は事業活動に直接かつ重大な影響を与える規則の制定又は改廃 

 ③ 市の基本的施策又は基本的事項を定める計画の策定又は改定 

 ④ 市の基本的な方向性等を定める憲章、宣言等の策定又は改定 

 ⑤ その他、特に市民参加の手続きを経ることが必要と認められる行政活動 

  

ただし、上記の規定にかかわらず、次の事項のいずれかに該当するときは、市民参加の

手続きを行わないことができます。 

 

 ① 緊急を要するとき又は軽微な変更をするとき。 

 ② 法令等により市長の裁量の余地がないと認められるとき。 
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 ③ 意見聴取の手続が他の法令等により定められているとき。 

 ④ 地方税の賦課並びに分担金、使用料及び手数料等の徴収に係る政策、条例又は規則

の制定又は改廃をするとき。 

 ⑤ 金銭の給付に係る政策、条例又は規則の制定又は改廃をするとき。 

 ⑥ 市の組織、財産、機関の設置等の市の行政機関の統制に係る政策、条例又は規則の

制定又は改廃をするとき。 

 ⑦ 職員の給与、勤務時間その他勤務条件について定める政策、条例又は規則の制定又

は改廃をするとき。 

 ⑧ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 74 条第１項の規定により直接請求された条

例の案を議会に付議するとき。 

 ⑨ 施策等に関する市民等の意見を他の手続により聴取したとき。 

 

（２）市民参加の効果と役割 

市民参加を行う際の市民と市の機関にとっての効果と役割は、次のとおり整理されます。 

 

① 市民にとっての効果と役割 

 ＜効果＞ 

 ・自らの多様な知識や経験を市政に反映することができます。 

 ・市の課題に応じた市民サービスを市政の計画等に取り入れることができます。 

 ＜役割＞ 

 ・市民は、まちづくりに関する企画、実施等の諸段階に自らの発言と行動に責任を持

って、積極的な市民参加に努めます。 

 ・市民は、市民相互の自由な発言を尊重し、相互に理解し、協力し合う意識を持って

市民参加に努めます。 

 ・市民は、市民活動の促進を図るとともに、市政やまちの将来に対する関心を自ら高

めるよう努めます。 

② 市の機関にとっての効果と役割 

 ＜効果＞ 

 ・地域の課題に対応する、きめ細やかな市民ニーズにあったサービスを提供すること

が可能となります。 

 ・行政活動への関心が高まり、市民の自治への意識が醸成されます。 

 ＜役割＞ 

 ・市は、市民が自ら市政について考え行動することができるよう、わかりやすく市政

情報を提供し、市民との情報共有に努めます。 

 ・市は、政策・施策決定に至る諸段階の情報公開に努めるとともに、市民に対し、適

切な方法により、その内容・効果等についての説明責任を果たします。 
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 ・市は、市民活動の促進を図るため、適切な支援を行うよう努めます。 

 ・市は、企画、実施等の諸段階に合わせて、市民が提案や参加のしやすい環境整備を

図るとともに、市民参加の継続的な発展に向けて、創意工夫に努めます。 

 

（３）市民参加の手続き                             

市民参加には、地方自治法に基づく手続と自治体独自の手続があります。 

また、市民参加の手続を行うときは、それぞれの事案にふさわしい、適切な方法を選択

するものとします。 

 

① 地方自治法に基づく市民参加手続 

ⅰ 選挙 

  選挙は、政治に参加し、主権者としてその意思を政治に反映させることのできる最

も重要かつ基本的な機会です。選挙については、憲法第 93 条第 2 項を受けて、議会の

議員および長が住民の直接選挙によること、及び選挙権・被選挙権について地方自治

法により定められています。また、選挙制度の基本事項やその手続に関しては、公職

選挙法により定められています。 

ⅱ 直接請求 

  直接請求は、直接参政制度または直接民主制の代表的なものです。長および議会を

住民が公選する間接民主主義を基本とする地方自治行政が、住民の意思と相容れない

ような場合が生じた時、その欠陥を是正し、住民の意思を自主的に表示する手段とし

て認められた制度です。直接請求ができるのは、議会の議員・長の選挙権を有する者

である必要があります。地方自治制度上の直接請求については、次に掲げる場合に認

められています。 

１）条例の制定・改廃の請求 

２）事務の監査の請求 

３）議会の解散の要求 

４）議員・長・主要公務員の解職の請求 

ⅲ 請願と陳情 

請願とは、国または地方公共団体の機関に対し、その職務に関する事項についての

希望、苦情、要請を申し出ることのできる制度です。議会に対して請願をするには議

員の紹介が必要であり、文書によって提出しなければなりません。受理された請願は、

一般に委員会に付託され、その審査を経て、議会の意思が決定されることになります。

陳情は、請願の要件である議員の紹介を欠くものを言います。 

ⅳ 住民投票 

  住民投票は、特定の問題について、住民が直接に意思を表示する制度です。住民投

票としては、次に掲げるものがあります。 
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 １）憲法９５条を受けた地方自治特別法に係る住民投票 

 ２）直接請求の結果行われる住民投票（議会の解散請求や、議員・長の解職請求など） 

 ３）市町村合併特例法による合併協議会の設置についての住民投票 

 ４）地方自治法の制度外の、直接参政の制度としてのその他の住民投票 

② 自治体独自の市民参加手続 

ⅰ 附属機関等の設置と構成員の公募 

附属機関等の設置にあたっては、その設置の目的に適するような専門的な見地を持

つ構成員の選考が必要です。一方で、市民意見を広く聴取することも重要な目的の一

つであるため、今後は、より一層の市民参加の促進を図るためにも、附属機関等の委

員の選任にあたっては、できる限り公募委員の枠を確保し、公募委員の選任に努めま

す。また、委員の男女比についても、東久留米市第四次男女平等推進プランに基づき、

女性委員のいない審議会等をなくすよう努める等、市民が行政と共に主体的にまちづ

くりに参画する機会である審議会等における男女比率の均等化に努めます。 

ⅱ 事案意見公募（パブリックコメント制度） 

市は、「東久留米市パブリックコメント手続要綱（平成 21 年東久留米市訓令乙第７

号）」に基づき、意見を求める事案の趣旨、内容等の案をあらかじめ公表し、広く市民

等からの意見を求め、提出された意見に対する考え方を明らかにするとともに、当該

意見を考慮して施策等を定めています。 

ⅲ 市民説明会 

  市が、計画策定や事業実施の前などに内容等について、市民に直接説明を行うとと

もに、質疑等を通して直接市民との意見交換を行い、施策を進めています。 

ⅳ 市民ワークショップ、シンポジウム・フォーラム 

市民ワークショップは、市民と市、または市民同士が相互に議論することにより案

を作り上げていく手法であり、市民の意見を聴取する方法のひとつです。また、シン

ポジウム・フォーラムは、公開の場で意見を述べて議論を行う討論会です。いずれも

通常の会議と違い、自由意見を発言しやすいことや、創造と合意形成に焦点を置いて

いることなどから、地域の現状把握、問題点や課題の整理、計画案づくりなどを行う

際の意見聴取の手法として用いられています。 

ⅴ 公聴会 

公聴会とは、議会の会議において、予算その他重要な議案、請願等について公聴会

を開き、真に利害関係を有する者または学識経験者等から意見を聴取することです。

都市計画の決定・変更に際しても実施されることがあります。 

ⅵ 市民の声への対応 

市に寄せられた市民の声に迅速かつ適切に対応するとともに、市民ニーズを行政に

反映させることによる市民サービスの向上を図るため、東久留米市市民の声の取扱い

に関する要領を定め、寄せられた市民の声の回答については２週間以内、できるだけ
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速やかに対応を図っています。 

 ⅶ アンケート調査 

   市では、アンケート調査を実施して市民の意向を把握し、行政に反映させることで、

市民ニーズに基づいた施策を進めています。加えて、気軽に市政へ参加する機会を提

供することにより、市政への興味・関心を高め、市民参加の促進を図っています。ア

ンケート調査結果は、市ホームページなどで公開しています。 

ⅷ 会議の公開と議事録の整備 

市では、会議の公開の指針を定め、附属機関及び附属機関に準ずる機関の会議につ

いては、法令や条例等の規定により非公開とされている場合等を除き、原則として公

開しています。また、開催した会議の終了後速やかに議事録を作成し、その写しを市

民に供覧しています。なお、作成した議事録については、市政情報コーナーや市ホー

ムページで公開を行っています。 

③ 市民参加手続きの留意事項 

  市民参加状況の調査結果及び、現在の社会背景を踏まえた指針となるよう、見直し

検討を行いました。調査結果では、毎年度実施しているアンケート調査の有効回答数

が年々減少傾向にあり、パブリックコメントのご意見数も全体的に減少しています。

こうした背景から、現在は回答手段として電子メールや市ホームページのご意見入力

フォームの利用等、「いつでも」「どこからでも」「手軽に」市政に参加できるよう、

デジタルを活用する方法が徐々に増えてきています。 

これらを踏まえ、市民参加手続きを行う際は、以下の点を留意の上、取り組むもの

とします。 

ⅰ 適切な方法による市民参加の促進 

これまでの市民参加に向けた取り組み状況及び、昨今の急速なデジタル化の進展や、

働き方、暮らし方に対する意識の多様化などを捉え、幅広い方々に市の取り組みや方

向性を知っていただき、これまで特にご意見等をいただけていない方も含めた、より

多くの方に市政に参加していただけるよう、市民参加の促進に向けた、必要な取り組

みを行うこととします。 

ⅱ デジタルを活用した市民参加手法の構築、実施 

  パソコンやスマートフォンから直接、ご意見を入力できるアンケートフォームや、

市の取り組みや方向性を分かりやすく説明しながら、それらについてご意見等をいた

だくプラットフォームの構築、市が実施した説明会の動画配信を行い、その内容につ

いてフォームから意見を聴取する方法等、積極的にデジタルを活用した手法を取り入

れ、場所や時間を選ばず、幅広い方々が市政に参加しやすい環境づくりを推進します。 

なお、デジタルを活用する際には、より簡単な操作方法やわかりやすい説明等、デ

ジタルの活用が困難な方への配慮、デジタルデバイド対策にも留意します。また、動

画配信を行う際は肖像権や著作権、プライバシーの保護に留意していきます。 
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７ 市民参加の推進に向けた情報の共有（情報提供、情報発信）           

市は、市民参加や協働によるまちづくりの推進に向けて、その土台となる市政に関する

情報や市民活動に関する情報などを、様々な情報提供手段を活用して積極的に提供、発信

し、まちづくりに関する情報の共有に努めていきます。 

 

（１）情報提供の総合的推進 

市は、「東久留米市情報提供の総合的推進に関する要綱（平成１３年東久留米市訓令乙第

９３号）」に基づき、市政に関する情報を市民が迅速かつ容易に得られるように、「東久留

米市情報公開条例（平成１２年東久留米市条例第６号）」に基づく開示請求を待つことなく、

情報を提供することに努めます。 

 

（２）情報提供の手法 

情報を提供するにあたっては、次の手法により行います。 

 

① 広報紙 

「東久留米市広報発行規程（昭和４６年東久留米市訓令甲第２号）」に基づき、各部

署が原稿を作成し、秘書広報課が適切な時期の広報紙に編集し発行します。 

なお、広報ひがしくるめの音声版（声の広報）を目の不自由な方などに提供してい

るほか、スマートフォン用アプリケーション（アプリ）「マチイロ」を通じて配信を行

っています。 

② 市政情報コーナー 

ⅰ 「市政情報コーナー管理運営規則（平成１３年東久留米市規則第３２号）」に基づ

き、各部署が資料を作成し、図書館が装備を行い、秘書広報課が市政情報コーナー

に配架します。 

ⅱ 審議会等の開催状況に係わる情報提供実施要領に基づき、各部署が会議開催決定

時に「会議開催のお知らせ」を作成し、秘書広報課が市政情報コーナーへ配架しま

す。 

③ 印刷物、有償刊行物 

ⅰ 「市政情報コーナー管理運営規則（平成１３年東久留米市規則第３２号）」に基づ

き、各部署が有償頒布物を作成したときは、生活文化課へ頒布を依頼します。 

ⅱ 各部署が印刷物（チラシ）を作成したときは、市政情報コーナーの書架（ラック）

へ配架できます。 

④ ホームページ 

東久留米市ホームページ作成ガイドラインに基づき、各部署がＣＭＳ（コンテンツ・

マネジメント・システム）でページを作成し公開します。 
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⑤ 市公式 SNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス） 

  ⅰ 東久留米市 LINE 公式アカウント 

ⅱ 東久留米市公式動画チャンネル（YouTube） 

ⅲ 東久留米市公式 X（各部課で管理運営する個別の公式 X を含む） 

ⅳ 東久留米市公式フェイスブック 

東久留米市公式 X(旧ツイッター)運用要領及び運用方針、東久留米市公式フェイスブ

ック運用要領及び運用方針等に基づき、各部署が原稿を作成し、秘書広報課が投稿を

行います。 

各部課で管理運営する個別の公式 X は、それぞれが定める運用要領及び運用方針等

に基づき、各部署が原稿を作成し、投稿を行います。 

⑥ プレスリリース 

各部署が原稿を作成し、秘書広報課が報道機関へ送信を行います。また、プレスリ

リースした記事は、市ホームページで公開します。 

 ⑦ 市政掲示板 

地域活性化包括連携協定に基づき、各部署がポスターやチラシを作成したときは、

秘書広報課を通じてイトーヨーカドー東久留米店、市内郵便局への掲示や、イオンモ

ール東久留米に設置のデジタルサイネージ（わがまち NAVI）への情報掲載も依頼でき

ます。 

⑨ 書架（ラック） 

各部署がポスターやチラシを作成したときは、東久留米駅に設置した書架（ラック）

に配架できます。 

⑩ その他 

①～⑨のほか、各部署が所管する施設等において、ポスター掲示やチラシ配架等の

情報提供を行います。 

 

（３）情報提供内容の充実に向けた留意事項 

① 情報作成にあたって 

市政情報は、市民の視点に立ち正確で分かりやすい表現で作成することとします。

印刷物の作成については、必要に応じて、「図やイラスト・表の使用」「難読漢字など

へのふりがなの追加」「専門用語などは一般的な用語に置き換える」「分かりやすい版・

概要版を作成する」などに留意し、ホームページの作成については、東久留米市ホー

ムページ作成ガイドラインに基づき、ウェブアクセシビリティに配慮するなど、利用

者が分かりやすい情報作成をすることに努めることとします。 

② 情報更新にあたって 

すでに発信している市政情報に変更が生じた場合は、速やかに更新することとしま

す。 
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③ 会議情報の提供 

附属機関及び附属機関に準ずる機関の会議について、法令や条例等の規定により非

公開とされている場合等を除き、公開する会議の開催情報及び、開催した会議の議事

録の写し等については、「会議の公開に関する指針」に基づき、市ホームページ等で公

開し、市民に情報提供を行っています。 

この指針に基づき、今後も審議会等の内容を適宜、速やかに情報提供していきます。 

 

（４）情報提供期間 

原則として市政情報を作成してから３０日以内に情報発信するものとし、法令等に定め

られている場合を除き次の通りとします。 

 

① 計画等 

提供期間は、当該計画等の計画期間とします。 

② その他 

提供期間は、原則１年とします。 

 

（５）他制度との調整 

情報の公開または提供について、法令等に定められている場合は、当該の定めによるも

のとします。 

 

８ むすびに                                 

 市では「市民参加・情報提供の指針」及び、「協働の指針」により、市民参加と協働、情

報提供といった概念を整理するとともに、その方向性を示しています。 

今後も、これらの指針に沿って市民と行政との信頼関係をより深め、それぞれ役割と責

任を担いながら、ともに進めるまちづくりを推進していきます。 
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資料１ 東久留米市パブリックコメント手続要綱（平成２１年東久留米市訓令乙第７号） 

 

   東久留米市パブリックコメント手続要綱 

 （目的） 

第１ この要綱は、東久留米市長（以下「市長」という。）が、東久留米市（以下「市」と

いう。）の重要施策等を定めるに当たり、パブリックコメント手続を実施することにより、

当該重要施策等に市民等の意見（情報を含む。以下同じ。）を的確に反映させるとともに、

市民等への説明責任を果たし、もって公正で透明性のある市政を推進することを目的と

する。 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 （１） パブリックコメント手続 市長が、市の重要施策等を定めるに当たり、当該重

要施策等の趣旨、内容等の案をあらかじめ公表し、広く市民等からの意見を求め、

提出された意見に対する市長の考え方を明らかにするとともに、当該意見を考慮し

て施策等を定める一連の手続をいう。 

 （２） 市民等 次に掲げるものをいう。 

   ア 東久留米市（以下「市内」という。）に住所を有する者 

   イ 市内に事務所又は事業所を有するもの 

   ウ 市内の事務所又は事業所に勤務する者 

   エ 市内の学校に在学する者 

   オ その他パブリックコメント手続に係る事案に利害関係を有するもの 

 （対象） 

第３ パブリックコメント手続の対象となる市の重要施策等（以下「施策等」という。）は、

次に掲げるものとする。 

 （１） 次に掲げる条例の制定又は改廃 

ア 市の基本的な制度を定める条例 

イ 市民等に義務を課し、又は権利を制限する条例 

（２） 市民生活又は事業活動に直接かつ重大な影響を与える規則の制定又は改廃 

（３） 市の基本的施策又は基本的事項を定める計画の策定又は改定 

（４） 市の基本的な方向性等を定める憲章、宣言等の策定又は改定 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの 

 （適用除外） 

第４ 次の各号のいずれかに該当するときは、第３の規定は、適用しない。 

（１） 緊急を要するとき又は軽微な変更をするとき。 

（２） 法令等により市長の裁量の余地がないと認められるとき。 
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（３） 意見聴取の手続が他の法令等により定められているとき。 

（４） 地方税の賦課並びに分担金、使用料及び手数料等の徴収に係る政策、条例又は規

則の制定又は改廃をするとき。 

（５） 金銭の給付に係る政策、条例又は規則の制定又は改廃をするとき。 

（６） 市の組織、財産、機関の設置等の市の行政機関の統制に係る政策、条例又は規則

の制定又は改廃をするとき。 

（７） 職員の給与、勤務時間その他勤務条件について定める政策、条例又は規則の制定

又は改廃をするとき。 

（８） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第７４条第１項の

規定により直接請求された条例の案を議会に付議するとき。 

（９） 施策等に関する市民等の意見を、他の手続により聴取したとき。 

（１０） 法第１３８条の４第３項の規定に基づき設置する審議会その他の附属機関が、

パブリックコメント手続に準じた手続を経て定めた報告、答申等と実質的に同一の施

策等を定めようとするとき。 

 （施策等の案の公表等） 

第５ 市長は、第３に規定する施策等を定めるときは、パブリックコメント手続に係る必

要事項を明らかにしたうえで、当該施策等の案を公表しなければならない。 

２ 市長は、施策等の案を公表するときは、次に掲げる当該施策等に関連する情報の提供

に努めるものとする。 

（１） 施策等の案を作成した趣旨、目的及び背景 

（２） 施策等の案を立案する際に整理した市長の考え方及び論点 

（３） 市民等が当該施策等の案を理解するために必要な関連資料 

３ 施策等の案の公表は、市の広報紙及びホームページの掲載、市長が指定する場所での

閲覧又は配布その他多くの市民等が容易に知ることのできる方法により行うものとする。 

 （意見提出期間） 

第６ 市長は、第５の規定による施策等の案の公表の日から２０日以上の期間を定めて、

市民等からの意見の提出を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由があるとき

は、市長は、理由を明らかにしたうえで、当該期間を短縮することができる。 

 （意見提出方法） 

第７ 第６の規定に基づく市民等からの意見の提出の方法は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 市長が指定する場所への書面の提出 

（２） 郵便、ファクシミリ又は電子メールによる提出 

（３） 前各号に掲げるもののほか、市長が意見の提出と認める方法 

２ 意見を提出しようとする市民等は、原則として、住所、氏名、その他の市民等である

ことを示す事項を明記するものとする。 

 （施策決定に当たっての提出意見の考慮） 
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第８ 市長は、パブリックコメント手続を実施した施策等を決定するときは、第７の規定

により提出された当該施策等の案についての意見を考慮しなければならない。 

 （結果の公表） 

第９ 市長は、パブリックコメント手続を実施して施策等を決定したときは、次の各号に

掲げる事項について公表しなければならない。ただし、東久留米市情報公開条例（平成１

２年条例第６号）に基づく非公開情報に該当するとき又は第三者の利益を害するおそれの

あるときは、この限りでない。 

（１） 提出された意見の概要 

（２） 提出された意見に対する市長の考え方 

（３） 施策等の案を修正した場合における修正案の内容 

２ 第９の規定による公表の方法は、第５の３の規定を準用する。 

 （委任） 

第１０ この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   付 則 

１ この訓令は、平成２１年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この訓令は、施行日以後に定める施策等について適用するものとする。 
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資料２ 東久留米市情報提供の総合的推進に関する要綱（平成１３年東久留米市訓令乙第

９３号） 

 

   東久留米市情報提供の総合的推進に関する要綱 

（趣旨） 

第１ この要綱は、東久留米市（以下「市」という。）が保有する情報のうち、市政に関

する情報（以下「市政情報」という。）を市民が迅速かつ容易に得られるように、東久

留米市情報公開条例（平成１２年東久留米市条例第６号。以下「条例」という。）に基

づき、開示請求を待つことなく、市民にこれを提供することに関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２ この要綱において「情報の提供」とは、市政情報をこの要綱に基づいて市民の利用

に供することをいう。 

２ この要綱において「市の窓口」とは、市政情報コーナー及び所管課をいう。 

（提供方法） 

第３ 東久留米市長（以下「市長」という。）は、別表に掲げる事項に関する市政情報の

うち、条例第７条各号に規定するものを除き、次の各号に掲げる方法により、これを市

民に提供するものとする。 

（１） 市の発行する広報紙への掲載 

（２） 市の窓口における供覧 

（３） 印刷物の配布又は有償刊行物の頒布 

（４） インターネット等による送信 

（他の制度との調整） 

第４ 情報の提供について、法令並びに条例及び規則、規程、要綱等（ただし、この要綱

は、除く。以下「法令等」という。）で別段の定めがある場合には、当該法令等の定め

るところによる。 

（提供する情報の充実） 

第５ 市長は、情報の提供に当たっては、情報の正確性の確保及び内容の充実を図るとと

もに、市民にわかりやすいものとするように努めるものとする。 

（市の窓口における供覧） 

第６ 市長は、市の窓口の双方で閲覧に供することが困難と認める場合には、いずれかの

窓口で閲覧に供することができる。 

２ 市の窓口における供覧期間は、原則として、情報の提供を開始したときから１年とす

る。 

（市民への周知） 

第７ 市長は、この要綱に基づき、市民に提供した情報については、別に定める様式によ
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る一覧表を作成し、当該一覧表を市の窓口において閲覧に供し、かつ、インターネット

等で送信することにより公表するものとする。 

（委任） 

第８ この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この訓令は、平成１３年１０月１日から施行する。 

付 則（平成２８年３月１０日訓令乙第３８号） 

この訓令は、平成２８年３月１０日から施行する。 

別表（第３関係） 

重要な基本計画、実施計画に関する事項 

審議会等の付属機関の報告書・会議録等 

市議会等に関する事項 

市の組織、職員の定数・給与等に関する事項 

重要な施設整備、市街地開発に関する事項 

環境、保健衛生、防災等市民生活の安全と密接な関係がある事項 

市民の意識、生活実態等に関する調査結果 
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資料３ 東久留米市広報発行規程（昭和４６年東久留米市訓令甲第２号） 

 

東久留米市広報発行規程 

（目的） 

第１条 本市の行政に関する事項を市民に周知せしめ、市民の理解及び協力により市政の

円滑な運営を図るため、東久留米市広報（以下「広報」という。）を発行する。 

２ 前項の広報の名称は、「広報ひがしくるめ」とする。 

３ 前項に定めるもののほか、第１項の目的を達成するため、「声の広報」及び「インタ

ーネット」により広報に係る情報を市民等に提供できるものとする。 

（内容） 

第２条 広報に登載する事項はおおむね、次のとおりとする。 

(１) 市の予算および財政事情の発表等に関する事項 

(２) 条例および規則等で広く市民に周知を必要とする事項 

(３) 市の諸施策、行事等で市民に周知し、またはその協力を必要とする事項 

(４) 市政に関して市民の声を聴取する事項 

(５) 各種行政庁または公社等より市民に周知を依頼された事項 

(６) その他必要と認められる事項 

（回数） 

第３条 広報は原則毎月１回以上これを発行する。 

（委任） 

第４条 この規程に定めるもののほか、広報の発行について必要な事項は市長が別に定め

る。 

付 則 

この規程は、昭和 46 年７月１日から施行する。 

付 則（平成９年７月 22 日訓令甲第４号） 

この訓令は、平成９年８月１日から施行する。 

付 則(令和６年１１月２９日訓令甲第１８号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 
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資料４ 市政情報コーナー管理運営規則（平成１３年東久留米市規則第３２号） 

 

市政情報コーナー管理運営規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東久留米市情報公開条例（平成 12 年東久留米市条例第６号。以下「条

例」という。）第 30 条第１項の規定に基づき、条例第２条第１項に規定する実施機関が

管理する市政に関する情報を提供する施設のうち、市政情報コーナー（以下「情報コー

ナー」という。）に関する管理運営について必要な事項を定めるものとする。 

（管理運営） 

第２条 部の所管する事業等の情報に係る情報コーナーの管理運営は、所管部長が行い、

企画経営室長が総合調整を行うものとする。 

２ 所管部長は、市民が正確で分かりやすい情報を容易に得られるよう、所管する事業等

の情報を管理し、情報コーナーへ提供しなければならない。 

３ 企画経営室秘書広報課長は、情報コーナーを市民が利用しやすいように整備するもの

とする。 

４ 情報コーナーにおける刊行物の販売は、市民部生活文化課が一括して行うものとする。 

（利用時間） 

第３条 情報コーナーの利用時間は、月曜日から金曜日までの午前８時 30 分から午後５時

までとする。ただし、東久留米市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和 34

年条例第１号）第７条第１項第１号及び第２号に該当する日は、この限りでない。 

（その他） 

第４条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、企画経営室長が別に定める。 

付 則 

この規則は、平成 13 年 10 月１日から施行する。 

付 則（平成 15 年３月 31 日規則第９号） 

この規則は、平成 15 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 18 年８月 30 日規則第 51 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 20 年３月 26 日規則第 12 号） 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 27 年６月８日規則第 54 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 29 年８月 10 日規則第 23 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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資料５ 東久留米市ホームページ作成ガイドライン（掲載省略） 

 

資料６ 東久留米市公式 X（エックス）運用要領 

 

東久留米市公式 X（エックス）運用要領 

 

平成 27 年 3 月 25 日 

 

（目的） 

第 1 この要領は、東久留米市（以下、「市」という。）が X（以下、「X（エックス）」とい

う。）を市民等への情報提供媒体として運用するために、必要な事項を定めることを目的

とする。 

（用語の定義） 

第 2 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1）X（エックス） X 社が運営するインターネット上のソーシャル・ネットワーク・サ

ービスのことをいう。 

（2）公式 X（エックス） 市が設置・運用する X（エックス）をいう。 

（3）アカウント X（エックス）を設置・運用するために取得した権利およびユーザー

名をいう。 

（4）運用方針 公式 X（エックス）の運用方針や取り決めをいう。 

（5）ポスト X（エックス）に記事を投稿する行為および投稿された記事をいう。 

（6）リプライ 他のユーザーのポストに返信をすることをいう。 

（7）リポスト 他のユーザーのポストを引用して投稿することをいう。 

（8）フォロー 他のユーザーのポストを受信するように登録することをいう。 

（運営主体） 

第 3 公式 X（エックス）の運営主体は市とし、アカウントの管理、ポストの発信は秘書広

報課が行う。ただし、防災防犯情報に係るアカウントの管理、ポストの発信は防災防犯

課が行う。また、図書館に係るアカウントの管理、ポストの発信は図書館が行う。所得

税等の確定申告情報に係るアカウントの管理、ポストの発信は課税課が行う。 

2 ユーザー名は、秘書広報課が管理するものが@higashikurume_p、防災防犯課が管理する

ものが@higashikurume_b、図書館が管理するものが@higashikurume_t、課税課が管理する

ものが@higashikurume_k とする。 

（運用者の明示） 

第 4 成りすましによる誤情報の流布を防ぐために、運営主体として公式 X（エックス）の

ユーザー名を市ホームページ上に明示するものとする。 

2 市の公式アカウントは、秘書広報課が管理するアカウント及び防災防犯課が管理するア
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カウント並びに図書館が管理するアカウントのみとする。 

（運用方針の策定） 

第 5 公式 X（エックス）の運営主体および発信する内容、発信方法について運用方針を策

定するものとする。 

（掲載内容） 

第 6 X（エックス）で、次に掲げるものをポストするものとする。 

（1）市ホームページに掲載したコンテンツの表題や概要、リンクの情報等 

（2）市からの何らかの手段で市民等に情報提供したもの 

（3）その他公式アカウントを管理する部署の長（以下、「管理部署の長」という。）が適

当と認めるもの 

（制限事項） 

第 7 リプライは原則行わない。ただし、行政機関及び公共的機関等が発信したポストで、

管理部署の長が認める場合はこの限りではない。 

2 リポストは原則行わない。ただし、行政機関及び公共的機関等が発信したポストで、管

理部署の長が認める場合はこの限りではない。 

3 フォローは原則行わない。ただし、行政機関及び公共的機関等が開設したアカウントで、

管理部署の長が認める場合はこの限りではない。 

（ウェブサイトとのリンク） 

第 8 リポストに記載するリンクのリンク先は、原則として市ホームページのみとする。た

だし、行政機関及び公共的機関等が開設したウェブサイトで、特に管理部署の長が必要

と認める場合はこの限りではない。 

（停止または削除） 

第 9 市は、運用が困難になった場合、その理由を市ホームページに明記し、公式 X（エッ

クス）を速やかに停止または削除するものとする。 

（その他） 

第 10 この要領の実施について必要な事項は、秘書広報課長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 28 年 7 月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和６年４月９日から施行する。 
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資料７ 東久留米市公式 X（エックス）運用方針 
 

東久留米市公式 X（エックス）運用方針 

 

平成 27 年 3 月 25 日 

 

X（エックス）を通した情報発信にあたり、利用者に誤解や混乱を生まないよう、東久留

米市が運営する公式アカウントの運用方針を以下のとおり定めます。なお、運用にあたっ

ては、経済産業省、内閣官房、総務省共同発表の「国、地方公共団体等公共機関における

民間ソーシャルメディアを活用した情報発信についての指針」に基づきます。 

1.目的 

この運用方針は、公式 X（エックス）アカウントの運用に関する事項を定めることを目

的とします。 

2.基本方針 

市では、市の取り組みやイベントなどの行政情報のほか、緊急時の迅速な情報提供に

活用するため、市公式 X（エックス）アカウントを取得し、情報発信を行います。 

3.公式 X（エックス）アカウント 

アカウント名  東久留米市 

ユーザー名   @higashikurume_p 

アカウント URL https://twitter.com/higashikurume_p 

4.アカウント運営者・投稿者 

運営者 秘書広報課 

投稿者 秘書広報課職員 

5.運用方法 

（1）発信内容 

ア 市ホームページに掲載したコンテンツの表題や概要、リンクの情報等 

イ 市から何らかの手段で市民等に情報提供したもの 

ウ その他秘書広報課長が適当と認めるもの 

（2）発信時間 

原則として勤務時間内（平日の午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分）に、投稿者が必要に

応じて不定期に投稿します。なお、この時間帯以外にも必要に応じて投稿する場合があ

ります。 

（3）発信する上での留意点 

ア 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）をはじめとする関係法令および市職員の服

務や情報の取扱いに関する規程等を厳守します。 

イ 市民等に誤解を与えない、わかりやすく簡潔な情報発信に努めます。 
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ウ 信頼性が確保できない情報や、重要施策の意思形成過程の情報は発信しません。 

（4）他アカウントのフォロー等 

公式 X（エックス）アカウントでは情報発信のみを行うものとし、他アカウントのフォ

ローやリプライは原則として行わないものとします。ただし、行政機関及び公共的機関

等の発信する関連情報については、市民の利便に供する情報と判断した場合は必要に応

じてリポスト等を行うこともあります。 

（5）成りすましへの対応 

秘書広報課は、市の公式 X（エックス）アカウントを市ホームページに掲載し、成りす

ましでないことを証明します。また、成りすましを発見した場合は、市ホームページに

おいて情報を発信し、成りすましアカウントが存在することへの注意喚起を行います。 

6.免責事項 

（1）市は、公式 X（エックス）の掲載情報を用いて行う一切の行為について、一切の責任

を負いません。 

（2）市は、この運用方針を予告なく変更する場合があります。 

7.発信手順 

（1）秘書広報課がポストする場合 

ア 秘書広報課は、ポストする文章を作成し、秘書広報課長の確認を得て

@higashikurume_p でポストする。 

イ ポスト後、秘書広報課は事務用のパソコン等でポスト内容の確認をし、修正や追加

がある場合は、即時に対応を行う。 

8.所管課からの依頼でポストする場合 

ア 所管課は、ポストする文章を作成し、秘書広報課に提出する。 

イ 秘書広報課は、文章の内容を確認し、@higashikurume_p でポストする。 

ウ ポスト後、所管課は事務用パソコン等でポスト内容の確認をする。修正や追加があ

る場合は、即時に秘書広報課へ連絡する。 

9.意思決定 

情報発信については、原則として、所属長の決定を必要とする。ただし、所管課依頼

の場合で、次に掲げるものはポストの特性や情報発信の即時性を考慮し、秘書広報課と

協議して情報発信できるものとする。 

ア 既に@higashikurume_p で周知されている事項について、再度発信する場合 

イ イベント等の状況・結果等について情報発信する場合 

ウ その他、緊急に周知を図る必要がある情報で、所管課長の決定までに時間的余裕が

ない場合 

附 則 

この方針は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
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この方針は、令和 6 年 4 月 10 日から施行する。
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資料８ 東久留米市公式フェイスブック運用要領 

 

東久留米市公式フェイスブック運用要領 

 

平成 27 年 3 月 25 日 

 

（目的） 

第 1 この要領は、東久留米市（以下、「市」という。）が Facebook（以下、「フェイスブッ

ク」という。）を市民等への情報提供媒体として運用するために、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

（用語の定義） 

第 2 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1）フェイスブック Facebook 社が運営するインターネット上のソーシャル・ネットワー

ク・サービスのことをいう。 

（2）公式フェイスブック 市が設置・運用するフェイスブックページをいう。 

（3）アカウント フェイスブックページを運用するための利用者権限のことをいう。 

（4）運用方針 公式フェイスブックの運用方針や取り決めをいう。 

（5）タイムライン 投稿した出来事、写真等を時系列に表示する機能のことをいう。 

（6）コメント 市の投稿について、利用者から投稿された感想、意見等をいう。 

（7）いいね！ 市の投稿について、利用者が共感したことを表すことをいう。 

（8）シェア 市の投稿について、その内容を利用者が他の利用者に共有することをいう。 

（運営主体） 

第 3 公式フェイスブックの運営主体は市とし、アカウントの管理及び投稿の発信は秘書広

報課が行う。 

2 表示名は東京都東久留米市とする。 

（運用者の明示） 

第 4 成りすましによる誤情報の流布を防ぐために、運営主体として公式フェイスブックの

表示名を市ホームページ上に明示するものとする。 

2 市の公式アカウントは秘書広報課が管理するアカウントのみとする。 

（運用方針の策定） 

第 5 公式フェイスブックの運営主体及び発信する内容、発信方法について運用方針を策定

するものとする。 

（掲載内容） 

第 6 公式フェイスブックで、次に掲げるものを投稿するものとする。 

（1）市ホームページに掲載したコンテンツの表題や概要、リンクの情報等 

（2）市から何らかの手段で市民等に情報提供したもの 
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（3）その他秘書広報課長が適当と認めるもの 

（制限事項） 

第 7 他のフェイスブックページ及びアカウントに対しコメントは行わない。ただし、行政

機関及び公共的機関等のフェイスブックページ及びアカウント又は秘書広報課長が必要

と認める場合はこの限りではない。 

2 公式フェイスブックに投稿されたコメントに対して回答は行わない。ただし、秘書広報

課長が必要と認める場合は、この限りではない。 

3 他のフェイスブックページ及びアカウントへのシェア又はいいね！は行わない。ただし、

秘書広報課長が必要と認める場合は、この限りではない。 

（ホームページとのリンク） 

第 8 公式フェイスブックに記載するリンクのリンク先は、原則として市ホームページのみ

とする。ただし、行政機関及び公共的機関等のホームページ又は秘書広報課長が必要と

認める場合はこの限りではない。 

（停止又は削除） 

第 9 市は、運営が困難になった場合、その理由を市ホームページに明記し、公式フェイス

ブックを速やかに停止または削除するものとする。 

（その他） 

第 10 この要領の実施について必要な事項は、秘書広報課長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 
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資料９ 東久留米市公式フェイスブック運用方針 

 

東久留米市公式フェイスブック運用方針 

 

平成 27 年 3 月 25 日 

 

フェイスブックを通した情報発信にあたり、利用者に誤解や混乱を生まないよう、東久

留米市が運営する公式フェイスブックの運用方針を以下のとおり定めます。なお、運用に

あたっては、経済産業省、内閣官房、総務省共同発表の「国、地方公共団体等公共機関に

おける民間ソーシャルメディアを活用した情報発信についての指針」に基づきます。 

1.目的 

この運用方針は、市公式フェイスブックの運用に関する事項を定めることを目的とし

ます。 

2.基本方針 

市では、市の取り組みやイベントなどの行政情報のほか、緊急時の迅速な情報提供に

活用するため、市公式 Facebook アカウントを取得し、情報発信を行います。 

3.公式フェイスブック 

表示名 東京都東久留米市 

公式フェイスブックページ URL https://www.facebook.com/higashikurumecity 

4.公式フェイスブック運営者・投稿者 

運営者 秘書広報課 

投稿者 秘書広報課職員 

5.運用方法 

（1）発信内容 

ア 市ホームページに掲載したコンテンツの表題や概要、リンクの情報等 

イ 秘書広報課から何らかの手段で市民等に情報提供したもの 

ウ その他秘書広報課長が適当と認めるもの 

（2）発信時間 

原則として勤務時間内（平日の午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分）に、投稿者が必要に

応じて不定期に投稿します。なお、この時間帯以外にも必要に応じて投稿する場合があ

ります。 

（3）発信する上での留意点 

ア 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）をはじめとする関係法令および市職員の服

務や情報の取扱いに関する規程等を厳守します。 

イ 市民等に誤解を与えない、わかりやすく簡潔な情報発信に努めます。 

ウ 信頼性が確保できない情報や、重要施策の意思形成過程の情報は発信しません。 
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（4）他のフェイスブックページ及びアカウントへのコメント等 

公式フェイスブックページでは情報発信のみを行うものとし、他のフェイスブックペ

ージ及びアカウントに対しコメントやコメントに対する回答は原則として行わないもの

とします。ただし、行政機関、公共的機関等については、市民の利便に供する情報と判

断した場合は必要に応じて行うこともあります。 

（5）成りすましへの対応 

秘書広報課は、市の公式フェイスブックページのアカウント情報を市ホームページに

掲載し、成りすましでないことを明示します。また、成りすましを発見した場合は、市

ホームページにおいて情報を発信し、成りすまし等が存在することへの注意喚起を行い

ます。 

6.免責事項 

（1）市は、公式フェイスブックの掲載情報を用いて行う一切の行為について、一切の責任

を負いません。 

（2）市は、この運用方針を予告なく変更する場合があります。 

7.投稿手順 

（1）秘書広報課が投稿する場合 

ア 秘書広報課は、投稿する文章を作成し、秘書広報課長の確認を得て市の公式フェイ

スブックページで投稿する。 

イ 投稿後、秘書広報課は事務用のパソコン等で投稿内容の確認をし、修正や追加があ

る場合は、即時に対応を行う。 

（2）所管課からの依頼で投稿する場合 

ア 所管課は、投稿する文章を作成し、秘書広報課に提出する。 

イ 秘書広報課は、文章の内容を確認し、市の公式フェイスブックページで投稿する。 

ウ 投稿後、所管課は事務用パソコン等で投稿内容の確認をする。修正や追加がある場

合は、即時に秘書広報課へ連絡する。 

8.意思決定 

情報発信については、原則として、所属長の決定を必要とする。ただし、所管課依頼

の場合で、次に掲げるものはフェイスブックの特性や情報発信の即時性を考慮し、秘書

広報課と協議して情報発信できるものとする。 

ア 既に市の公式フェイスブックページで周知されている事項について、再度発信する

場合 

イ イベント等の状況・結果等について情報発信する場合 

ウ その他、緊急に周知を図る必要がある情報で、所管課長の決定までに時間的余裕が

ない場合 

附 則 

この方針は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。
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資料 10 東久留米市公式動画チャンネル運用方針 

 

 東久留米市公式動画チャンネル運用方針  

 

令和 2 年 10 月 2 日  

 

YouTube を通した情報発信にあたり、利用者に誤解や混乱を生まないよう、東久留米市が

運営する公式動画チャンネルの運用方針を以下のとおり定めます。なお、運用にあたって

は、経済産業省、内閣官房、総務省共同発表の「国、地方公共団体等公共機関における民

間ソーシャルメディアを活用した情報発信についての指針」及び、内閣官房情報セキュリ

ティセンター発表の「政府機関におけるソーシャルメディアの利用に係る情報セキュリテ

ィ対策等について（注意喚起）」に基づきます。  

1.目的  

この運用方針は、市公式動画チャンネルの運用に関する事項を定めることを目的とします。  

2.基本方針  

市では、市の取り組みやイベントなどの行政情報のほか、緊急時の迅速な情報提供に活用

するため、市公式 YouTube アカウントを取得し、情報発信を行います。  

3.公式動画チャンネル  

表示名 東久留米市公式動画チャンネル  

公式動画チャンネル URL https://youtube.com/channel/UCO4ieubrO-knXxuvPguqTQg  

4.公式動画チャンネル運営者・投稿者  

運営者 秘書広報課  

投稿者 秘書広報課職員  

5.運用方法  

（1）発信内容  

ア 市または市の指定管理者が実施する事業・イベント等  

イ 秘書広報課から何らかの手段で市民等に情報提供したもの  

ウ その他秘書広報課長が適当と認めるもの  

（2）発信時間  

原則として勤務時間内（平日の午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分）に、投稿者が必要に応じ

て不定期に投稿します。なお、この時間帯以外にも必要に応じて投稿する場合があります。  

（3）発信する上での留意点  

ア 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）をはじめとする関係法令および市職員の服務

や情報の取扱いに関する規程等を厳守します。  

イ 市民等に誤解を与えない、わかりやすく簡潔な情報発信に努めます。  

ウ 信頼性が確保できない情報や、重要施策の意思形成過程の情報は発信しません。  
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（4）他のアカウントへのコメント等  

公式動画チャンネルでは情報発信のみを行うものとし、他のアカウントに対しコメントや 

コメントに対する回答は原則として行わないものとします。ただし、行政機関、公共的機

関等については、市民の利便に供する情報と判断した場合は必要に応じて行うこともあり

ます。  

（5）なりすましへの対応  

秘書広報課は、市の公式動画チャンネルのアカウント情報を市ホームページに掲載し、な

りすましでないことを明示します。また、なりすましを発見した場合は、市ホームページ

において情報を発信し、なりすまし等が存在することへの注意喚起を行います。  

6.免責事項  

（1）市は、公式動画チャンネルの掲載情報を用いて行う一切の行為について、一切の責任

を負いません。  

（2）市は、この運用方針を予告なく変更する場合があります。  

7.投稿手順  

（1）秘書広報課が投稿する場合  

ア 秘書広報課は、投稿する動画を作成し、秘書広報課長の確認を得て市の公式動画チャン

ネルで投稿します。  

イ 投稿後、秘書広報課は事務用のパソコン等で投稿内容の確認をし、修正や追加がある場

合は、即時に対応を行います。  

（2）所管課からの依頼で投稿する場合  

ア 所管課は、投稿する動画を作成し、秘書広報課に提出します。  

イ 秘書広報課は、動画の内容を確認し、市の公式動画チャンネルに投稿します。  

ウ 投稿後、所管課は事務用パソコン等で投稿内容の確認をする。修正や追加がある場合は、

即時に秘書広報課へ連絡します。  

8.著作権等  

（1）公式動画チャンネルに掲載されているすべての情報（画像、音声、エキスト等）の知

的財産権は、市や正当な権利を有する者に帰属します。  

（2）私的使用のための複製や引用など、著作権法で認められた場合を除き、無断で複製、

転用することはできません。  

9.意思決定  

情報発信については、原則として、所属長の決定を必要とします。  

附 則  

この方針は、令和 2 年 10 月 2 日から施行する。
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資料 11  東久留米市公式動画チャンネル運用要領 

 

 

 東久留米市公式動画チャンネル運用要領 

  

令和 2 年 10 月 2 日  

 

（目的）  

第 1 この要領は、東久留米市（以下、「市」という。）が YouTube を市民等への情報提供媒

体として運用するために、必要な事項を定めることを目的とする。  

（用語の定義）  

第 2 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

（1）YouTube Google 社が運営するインターネット上の動画共有サービスのことをいう。  

（2）公式動画チャンネル 市が YouTube に投稿した動画の再生リストをいう。  

（3）アカウント 公式動画チャンネルを運用するための利用者権限のことをいう。  

（4）運用方針 公式動画チャンネルの運用方針や取り決めをいう。  

（5）再生リスト 投稿した動画を集めて表示する機能のことをいう。  

（6）コメント 市の投稿について、利用者から投稿された感想、意見等をいう。  

（7）高評価・低評価 市の投稿について、利用者が共感・反感したことを表すことをいう。  

（8）共有 市の投稿について、その内容を利用者が他の利用者に共有することをいう。  

（運営主体）  

第 3 公式動画チャンネルの運営主体は市とし、アカウントの管理及び投稿の発信は秘書広

報課が行う。  

2 表示名は東久留米市公式動画チャンネルとする。  

（運用者の明示）  

第 4 なりすましによる誤情報の流布を防ぐために、運営主体として公式動画チャンネルの

表示名を市ホームページ上に明示するものとする。  

2 市の公式動画チャンネルは秘書広報課が管理するアカウントのみとする。  

（運用方針の策定）  

第 5 公式動画チャンネルの運営主体及び発信する内容、発信方法について運用方針を策定

するものとする。  

（掲載内容）  

第 6 公式動画チャンネルで、次に掲げるものを投稿するものとする。  

（1）市または市の指定管理者が実施する事業・イベント等  

（2）市から何らかの手段で市民等に情報提供したもの  

（3）その他秘書広報課長が適当と認めるもの  
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（制限事項）  

第 7 他のアカウントに対しコメントは行わない。ただし、行政機関及び公共的機関等のア

カウント又は秘書広報課長が必要と認める場合はこの限りではない。  

2 公式動画チャンネルに投稿されたコメントに対して回答は行わない。ただし、秘書広報

課長が必要と認める場合は、この限りではない。  

3 他のアカウントへの高評価及び低評価並びに共有は行わない。ただし、秘書広報課長が

必要と認める場合は、この限りではない。  

4 他のアカウントのチャンネル登録は行わない。ただし、行政機関及び公共的機関等のア

カウント又は秘書広報課長が必要と認める場合はこの限りではない。  

（ホームページとのリンク）  

第 8 公式動画チャンネルに記載するリンクのリンク先は、原則として市ホームページのみ

とする。ただし、行政機関及び公共的機関等のホームページ又は秘書広報課長が必要と認

める場合はこの限りではない。  

（停止又は削除）  

第 9 市は、運営が困難になった場合、その理由を市ホームページに明記し、公式動画チャ

ンネルを速やかに停止または削除するものとする。  

（その他）  

第 10 この要領の実施について必要な事項は、秘書広報課長が別に定める。  

附 則  

この要領は、令和 2 年 10 月 2 日から施行する。 
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資料 12 東久留米市 LINE 公式アカウント利用規約 

 

東久留米市 LINE 公式アカウント利用規約 

 

東久留米市（以下「市」という。）が運用する LINE 公式アカウント（以下「本アカウン

ト」という。）の利用規約（以下「本規約」という。）を次のとおり定めます。 

 

１. 趣旨 

本規約は、本アカウントを利用する全ての方（以下「利用者」という。）に適用されます。

なお、本アカウントを利用することにより、本規約に同意されたものとみなしますので、

ご利用前に必ず本規約をご確認ください。また、利用者は、本アカウント上で提供される

サービスのご利用に当たっては、本規約に加え、LINE 株式会社が定める各種利用規約等

を遵守するものとします。 

 

２. 運営者等 

（１）運営者 東久留米市 

（２）LINE 公式アカウント名 東久留米市 

（３）LINE ID ＠higashikurume 

（４）提供サービス 行政手続や市政情報等の配信 

その他、東久留米市が必要とする事項 

 

３. メッセージ等への回答 

市は、本アカウントの利用者から投稿された問い合わせ・メッセージ等に対し、原則と

して個別の回答を行わないものとします。 

 

４. 準拠法及び合意管轄 

本規約は、日本法に基づいて解釈されます。本アカウントの利用に係る本規約違反及び

本規約に関する紛争については、日本国東京地方裁判所を第一審の専属的な合意管轄裁判

所とします。 

 

５. 個人情報 

市は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律 57 号。以下「法」とい

う。）第２条第１号に規定する個人情報をいう。以下同じ。）について、法の規定に基づき、

適切に収集、利用及び管理します。また、市は、利用者の意思によるものを除くほか、本

アカウントを通じて個人情報を収集しません。 
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６. 禁止事項 

利用者は、本アカウントの利用に際して、次に掲げる行為をしてはならないものとしま

す。利用者による投稿について、市が、禁止事項に該当すると判断した場合は、投稿者に

断りなく、投稿の全部または一部の削除その他の必要な措置をとることができるものとし

ます。 

（１）法律、法令等に違反する内容又は違反する恐れがあるもの 

（２）特定の個人、団体、企業、国、地域等の名誉若しくは信用を傷つけ、若しくは誹謗

中傷する行為 

（３）虚偽又は著しく事実と異なるもの及び単なる風評や風評を助長させるもの 

（４）本人の承諾なく個人情報を特定・開示・漏えいする等のプライバシーを侵害するも

の 

（５）市又は第三者の著作権その他一切の知的財産権、肖像権、プライバシーその他の人

格権その他法律上保護された権利・利益を侵害する行為 

（６）政治、宗教活動を目的とするもの 

（７）人種・思想・信条等の差別又は差別を助長させるもの 

（８）公の秩序または善良の風俗に反するもの 

（９）本アカウントの他の利用者その他第三者になりすます行為 

（10）広告、宣伝、勧誘、営業活動、その他営利を目的とするもの 

（11）LINE株式会社が定めるLINE利用規約において禁止行為とされる行為 

（12）その他、市が不適切と認める情報及びこれらの内容を含むリンク等 

 

７. 知的財産権の帰属 

市が配信または掲載をする記事、写真、イラスト、音声、動画等に関する知的財産権は、

市または市以外の正当な権利を有する者に帰属します。また、市が配信または掲載する内

容について「私的使用のための複製」「引用」など著作権法上認められた場合を除き、無断

で複製・転用することはできません。 

 

８. 免責事項 

（１）市は、本アカウントから配信する情報については、配信時点において万全を期して

いますが、その情報の正確性、完全性、有用性等を完全に保証するものではありませ

ん。また、本アカウントから配信する情報の全てが、市の公式発表または見解を必ず

しも表しているものではありません。 

（２）市は、利用者が本アカウントから配信する情報を利用または信用したことにより生

じた直接または間接的な損害については、一切の責任を負いません。 

（３）市は、本アカウントに関連して生じた利用者間のトラブルまたはその被った損害に

ついて、また、本アカウントに関連して生じた利用者と第三者との間のトラブルまた
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はその被った損害については、一切の責任を負いません。 

（４）市は、利用者により投稿されたコンテンツについては、一切の責任を負いません。 

（５）市は、本アカウントの配信する情報を予告なく変更または削除し、サービスの運用

を中断し、または中止する場合があります。 

（６）投稿された全てのコンテンツは、投稿されたことをもって、投稿者は市に対し、そ

の投稿コンテンツを無償で自由に使用する権利を許諾したものとし、かつ、市に対し

て著作権等を行使しないことに同意したものとします。 

（７）市は、投稿されたコンテンツを運営会社に提供して共有し、本サービスの精度向上

および品質改善のため、運営会社が当該コンテンツを使用いたします。 

（８）市は、LINE 株式会社又は第三者が提供するソフトウェア、アプリ等の機能、利用

方法、技術的な内容等に関する質問、問い合わせ等に関しては、一切回答しません。 

 

９. 規約の変更 

本規約は、必要に応じて事前に告知なく変更する場合があります。 

 

本利用規約は、令和６年７月１８日から施行します。 
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行政委員会および審議会・委員会・協議会等の状況について 

 

 令和６年１０月１日現在において、行政委員会（地方自治法第１８０条の５）および、

法律、条例、規則、要綱等により設置されている審議会・委員会・協議会等（地方自治法

第１３８条の４及び同法第２０２条の３）の状況については下記のとおりです。 

 

※ 市職員のみで構成される内部の審議会等は除く。 

 

１．行政委員会について 

 

 

委 

員 

会 

の 

数 

 

委 

員 

数 

構  成 性 別 

公
募
を
実
施
し
て
い
る 

委
員
会
の
数 

公

募

委

員

の

人

数 

公募委員の

性別 

市
民 

議
員 

学
識
経
験
者 

内
部
職
員 

有
資
格
者 

そ
の
他 

男 女 男 女 

5 27 18 1 1 0 2 5 23 4 1 1 1 0 

 

 

２．審議会・委員会・協議会（私的諮問機関）等について 

 

審
議
会
・
委
員
会
・ 

協
議
会
等
の
数 

 

委 

員 

数 

構  成 性 別 
公
募
を
実
施
し
て
い
る 

 
 

委
員
会
の
数 

公
募
委
員
の
人
数 

公募委員の

性別 

市
民 

議
員 

学
識
経
験
者 

内
部
職
員 

有
資
格
者 

そ
の
他 

男 女 男 女 

68 746 196 11 71 66 114 288 447 299 15 58 24 34 

 

 

 

 

別紙① 
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市民参加の状況把握調査

集計結果報告書

令和6年6月

東久留米市
企画経営室企画調整課

別紙②

39



調査の概要

１．調査目的

２．調査対象

３．調査項目
市民参加の状況についての調査項目は、以下の12項目とした。

（１）事案意見公募（パブリックコメント制度）の実施状況について

（２）市民説明会の実施状況について

（３）市民ワークショップ等（懇談会やポスターセッション等も含む）の実施状況について

（４）公聴会の実施状況について

（５）市民の声（ご意見箱）の対応状況について（生活文化課のみ）

（６）アンケートの実施状況について

（７）シンポジウム・フォーラムの実施状況について

（８）アイデア・名称等の公募状況について

（９）市民モニター制度の採用状況について

（１０）無作為抽出市民による市民討論会等の実施状況について

（１１）その他の市民参加の実施状況について

（１２）補足・今後の課題等について

４．調査方法
調査は、各課へ電子メールで依頼をし、電子メールでの回答とした。

５．調査の日程

本調査は、平成29年10月に策定した「市民参加・情報提供の指針」について、デジタル化の
進展等の社会状況を踏まえた見直しを検討するにあたり、東久留米市役所の各課で実施されて
いる市民参加の状況を把握すること等を目的として実施したものである。

各課における市民参加の状況について、令和3年度から令和5年度の3年間の実施状況を対象と
した。

令和3年度から令和4年度の実施状況は、令和5年10月5日に調査を発出し、10月25日を回答
期限と設定した。
令和5年度の実施状況は、令和6年4月26日に調査を発出し、5月10日を回答期限と設定した。
いずれも回答率は100％であった。
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（１）事案意見公募（パブリックコメント制度）の実施状況

◆全体件数

郵送・持参 FAX メール その他 合計

10 2 1 6 0 9 16

7 1 4 12 0 17 71

11 1 4 22 0 27 70

28 4 9 40 0 53 157

◆各事案ごと

郵送・持参 FAX メール その他 合計

企画経営室
企画調整課

0 0 1 0 1 1

企画経営室
行政経営課

0 0 0 0 0 0

環境安全部
防災防犯課

0 0 0 0 0 0

環境安全部
防災防犯課

0 0 0 0 0 0

環境安全部
防災防犯課

0 0 1 0 1 5

環境安全部
ごみ対策課

0 0 0 0 0 0

都市建設部
都市計画課

2 1 3 0 6 9

都市建設部
管理課

0 0 0 0 0 0

都市建設部
施設建設課

0 0 0 0 0 0

教育部
指導室

0 0 1 0 1 1

企画経営室
企画調整課

1 4 6 0 11 37

企画経営室
行政経営課

0 0 0 0 0 0

企画経営室
行政経営課

0 0 2 0 2 10

総務部
総務課

0 0 0 0 0 0

市民部
生活文化課

0 0 1 0 1 5

環境安全部
環境政策課

0 0 1 0 1 8

子ども家庭部
児童青少年課

0 0 2 0 2 11

パブリックコメント制度を活用し市民意見を聴取した場合、年度・名称・提出方法ごとの意見提出者数・提出意見件
数について回答。

名称

提出意見
件数

提出意見
件数

東久留米市第２次特別支援教育推進計
画（素案）

東久留米市耐震改修促進計画（素案）

東久留米市交通安全計画（素案）

東久留米市都市計画マスタープラン
（素案）

今後の東久留米市立学童保育所の運営
方針（令和４年８月改訂素案）

東久留米市第三次緑の基本計画・生物
多様性戦略（素案）

（仮称）東久留米市第４次男女平等推
進プラン（素案）

（仮称）東久留米市個人情報の保護に
関する法律施行条例の方向性について

東久留米市公共施設等総合管理計画
（改訂素案）

東久留米市DX推進方針（素案）

東久留米市教育、学術及び文化の振興
に関する総合的な施策の大綱（原案）

年度

年度

意見提出者数

令
和
４
年
度

令
和
３
年
度

実施数
意見提出者数

合計

令和5年度

令和４年度

令和３年度

部課

東久留米市一般廃棄物処理基本計画
（素案）及び東久留米市災害廃棄物処
理計画（素案）

東久留米市国土強靱化地域計画(素案)

東久留米市国民保護計画（素案）

東久留米市地域防災計画（素案）

東久留米市財政健全経営に関する基本
方針（改定版）（素案）

東久留米市スポーツ健康都市宣言（素
案）
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◆各事案ごと

郵送・持参 FAX メール その他 合計

企画経営室
企画調整課

1 0 4 0 5 17

企画経営室
企画調整課

0 1 3 0 4 9

企画経営室
行政経営課

0 0 2 0 2 3

環境安全部
防災防犯課

0 0 1 0 1 4

福祉保健部
障害福祉課

0 2 6 0 8 19

福祉保健部
介護福祉課

0 0 2 0 2 4

福祉保健部
健康課

0 0 1 0 1 1

福祉保健部
保険年金課

0 1 0 0 1 7

子ども家庭部
こども家庭セ
ンター

0 0 2 0 2 2

都市建設部
都市計画課

0 0 0 0 0 0

教育部
教育総務課

0 0 1 0 1 4

年度 部課 名称
意見提出者数 提出意見

件数

東久留米市こども家庭センター開設計
画（素案）

東久留米市マンション管理適正化推進
計画（素案）

東久留米市第3次教育振興基本計画
（原案）

令
和
５
年
度

東久留米市デジタル田園都市国家構想
総合戦略（素案）

東久留米市食育推進基本方針（素案）

行政手続等における情報通信の技術の
利用に関する条例の一部改正概要

東久留米市避難行動要支援者避難支援
計画（素案）

東久留米市第７期障害福祉計画・第３
期障害児福祉計画（素案）

第９期東久留米市高齢者福祉計画・介
護保険事業計画(素案)

東久留米市自殺対策計画（第２次）
（素案）

東久留米市国民健康保険第３期データ
ヘルス計画・第４期特定健康診査等実
施計画（素案）
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（２）市民説明会の実施状況
市民説明会を実施した場合、年度・名称・回数・方法について回答。

ここでの市民説明会とは、行政が市民に事業決定の前などに考えを説明し、市民の意見聴取等を行う方法をいう。

◆全体件数

対面
対面・

オンライン
オンライン

0 0 0 0 0

3 6 6 0 0

6 9 9 0 0

9 15 15 0 0

◆各事案ごと

年度 部課 実施回数 実施方法

都市建設部
都市計画課

4 対面

都市建設部
道路計画課

1 対面

都市建設部
管理課

1 対面

企画経営室
企画調整課

1 対面

企画経営室
行政経営課

1 対面

市民部
生活文化課

3 対面

福祉保健部
介護福祉課

2 対面

都市建設部
道路計画課

1 対面

都市建設部
管理課

1 対面

令
和
５
年
度

東久留米市デジタル田園都市国家構想
総合戦略（素案）に対する市民説明会

未来志向の公共施設マネジメントに関
する市民説明会

市民と市長の座談会「竜馬が行く」

第９期東久留米市高齢者福祉計画・介
護保険事業計画(素案)に係る市民説明
会

東村山都市計画道路３・４・１３号練
馬東村山線
東村山都市計画道路３・４・２１号小
平久留米線
事業概要及び測量説明会（第３工区）

東久留米駅西口第２自転車駐車場施設
整備工事に係る説明会

令
和
４
年
度

用途地域等の見直し素案説明会

市道207号線整備事業説明会

東久留米市西口第１自転車駐車場施設
整備工事に係る説明会

年度 実施数 実施回数
実施方法

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

名称
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（３）市民ワークショップ等（懇談会やポスターセッション等も含む）の実施状況
市民ワークショップを実施した場合、年度・名称・回数・方法について回答。

◆全体件数

対面
対面・

オンライン
オンライン

1 2 0 0 2

1 1 1 0 0

6 14 14 0 0

8 17 15 0 2

◆各事案ごと

年度 部課 実施回数 実施方法

令
和
３
年
度

都市建設部
都市計画課

2 オンライン

令
和
４
年
度

市民部
生活文化課

1 対面

企画経営室
企画調整課

1 対面

市民部
生活文化課

1 対面

環境安全部
環境政策課

4 対面

環境安全部
環境政策課

2 対面

環境安全部
環境政策課

5 対面

教育部
教育総務課

1 対面

令
和
５
年
度

市長と都立久留米西高等学校生徒との
意見交換会

市長懇談会（東久留米市男女平等推進
センター運営協議会）

子ども・子育て世代の視点から竹林公
園をより映えさせるワークショップ

ボール遊びのできる環境の整備に向け
た検討についてのワークショップ

魅力ある公園づくりに向けた自治会ヒ
アリング

東久留米市教育振興基本計画策定等に
関する懇談会

市長懇談会（男女共同参画情報誌「と
きめき」編集委員）

ここでの市民ワークショップとは、市民と市、または市民同士が相互に議論することにより案を作り上げていく
手法をいう。懇談会やポスターセッション等の市民からの直接的な意見聴取方法も含むものとする。

年度 実施数 実施回数
実施方法

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

名称

東久留米市都市計画マスタープラン改
定のための地域別懇談会
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（４）公聴会の実施状況
公聴会を実施した場合、年度・名称・回数・方法について回答。

◆全体件数

対面
対面・

オンライン
オンライン

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（５）市民の声（ご意見箱）の対応状況（生活文化課のみ）
生活文化課にて、寄せられた市民の声に対する対応状況について回答。

◆全体件数

対応数

1,115

886

800

2,801

令和４年度 920

令和５年度 815

合計 2,892

令和３年度 1,157

ここでの公聴会とは、行政が重要な事項を決定する際等に、利害関係者や学識経験者等を呼び、その意見を
聴取する方法をいう。

年度 実施数 実施回数
実施方法

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

年度 市民の声の件数
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（６）アンケートの実施状況

◆全体件数

紙媒体
紙媒体・
電子媒体 電子媒体

8 7,731 4,735 4 4 0

10 7,372 5,372 5 3 2

16 14,763 9,377 5 8 3

34 29,866 19,484 14 15 5

◆各事案ごと

年度 部課

企画経営室
行政経営課

市民部
生活文化課

子ども家庭部
児童青少年課

都市建設部
都市計画課

都市建設部
道路計画課

都市建設部
施設建設課

教育部
指導室

教育部
図書館

企画経営室
行政経営課

企画経営室
行政経営課

企画経営室
行政経営課

総務部
総務課

福祉保健部
介護福祉課

福祉保健部
介護福祉課

子ども家庭部
児童青少年課

都市建設部
都市計画課

都市建設部
道路計画課

教育部
図書館

令和4年度デマンド型交通「くる
ぶー」に関する利用者アンケート
（「子育て世帯アンケート」）

1,476 398 紙媒体・電子媒体

東久留米市立図書館利用者満足度調査
市立図書館

利用者
492 紙媒体・電子媒体

令和４年度市立児童館アンケート調査 来館者 1,201 紙媒体

田園住居地域制度に関するアンケート
調査

461 124 紙媒体

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 2,000 1,392 紙媒体

在宅介護実態調査 1,200 620 紙媒体

電子媒体

平和資料展来場者アンケート（今後の
平和事業実施の参考とするもの）

235 120 紙媒体

東久留米市立図書館利用者満足度調査
市立図書館

利用者
342 紙媒体・電子媒体

令
和
４
年
度

令和４年度 市民アンケート調査 2,000 771 紙媒体・電子媒体

公共施設マネジメント広報連載記事
「あなたとつくる　まちのミライ」に
関するアンケート

全戸 30 電子媒体

令和５年度デジタルサービスに関する
利用者モニタリング

全戸 224

耐震に対する市民意識調査 2,000 663 紙媒体

東久留米市第２次特別支援教育推進計
画に関するアンケート

962 752 紙媒体

有効回答数 実施方法対象者数

紙媒体・電子媒体

令和３年度市立児童館アンケート調査 来館者 1,165 紙媒体

令
和
３
年
度

令和３年度 施策成果等アンケート調査 2,000 879 紙媒体・電子媒体

東久留米市男女平等・共同参画に関す
るアンケート調査

2,000 647

東久留米市都市計画マスタープラン改
定のためのアンケート

462 137 紙媒体・電子媒体

東久留米市デマンド型交通「くる
ぶー」に関する利用者アンケート

307 150 紙媒体

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

名称

市民意向を把握するためのアンケート調査を実施した場合、年度・名称・対象者数（アンケート送付数）・有効
回答数・方法を回答。

年度 実施数 対象者数 有効回答数
実施方法
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◆各事案ごと

年度 部課

企画経営室
企画調整課

企画経営室
行政経営課

企画経営室
行政経営課

総務部
総務課

市民部
産業政策課

環境安全部
環境政策課

環境安全部
環境政策課

福祉保健部
福祉総務課

福祉保健部
障害福祉課

福祉保健部
健康課

子ども家庭部
子育て支援課

子ども家庭部
子育て支援課

子ども家庭部
児童青少年課

都市建設部
道路計画課

都市建設部
都市計画課

教育部図書館 東久留米市立図書館利用者満足度調査
市立図書館

利用者
494 紙媒体・電子媒体

名称 対象者数 有効回答数 実施方法

令和5年度デマンド型交通「くる
ぶー」に関する利用者アンケート
（「令和5年度利用者アンケート」）

300 125 紙媒体・電子媒体

田園住居地域制度に関するアンケート
調査

32 19 紙媒体

東久留米市子ども・子育て支援ニーズ
調査（就学児童（小学校２年生）調
査）

972 639 紙媒体・電子媒体

令和5年度市立児童館アンケート調査 来館者 1,226 紙媒体

健康に関するアンケート 3,000 1,077 紙媒体・電子媒体

東久留米市子ども・子育て支援ニーズ
調査（就学前児童調査）

2,000 1,042 紙媒体・電子媒体

東久留米市地域福祉計画（第４次改
定）の策定のための市民アンケート調
査

2,000 842 紙媒体・電子媒体

東久留米市障害者施策に関するアン
ケート調査

3,500 1,545 紙媒体

公園が紡ぐこのまちの未来 52 52 電子媒体

公園の利活用に向けた市民アンケート 292 292 紙媒体

紙媒体

第４１回東久留米市市民みんなのまつ
り農業祭・商工祭アンケート

200 200 電子媒体

令
和
５
年
度

官高大連携事業に関するアンケート
（都立久留米西高校２学年）

233 203 紙媒体・電子媒体

令和５年度　市民アンケート調査 2,000 695 紙媒体・電子媒体

デジタルサービスに関する利用者アン
ケート（HP、各フォーム上で常時受
付）

- 823 電子媒体

平和資料展来場者アンケート（今後の
平和事業実施の参考とするもの）

182 103
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（７）シンポジウム・フォーラムの実施状況について
シンポジウム・フォーラムを実施した場合、年度・名称・回数・方法について回答。

ここでのシンポジウム・フォーラムは、公開の場で意見を述べて議論する形式の討論会のことをいう。

◆全体件数

対面
対面・

オンライン
オンライン

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（８）アイデア・名称等の公募状況について
各課の事業において、アイデアや名称等を広く市民から募集した場合、年度・名称・回数・方法について回答。

◆全体件数

紙媒体
紙媒体・
電子媒体 電子媒体

1 1 0 1 0

1 1 1 0 0

0 0 0 0 0

2 2 1 1 0

◆各事案ごと

年度 部課 実施回数 実施方法

令
和
３
年
度

都市建設部
管理課

1
紙媒体・
電子媒体

令
和
４
年
度

子ども家庭部
児童青少年課

1 紙媒体愛のひと声運動健全育成標語

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

名称

市東部の新設道路愛称名募集

実施方法

年度 実施数 実施回数
実施方法

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

年度 実施数 実施回数
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（９）市民モニター制度の採用状況について
継続的に市民意見を聴取するため、市民モニター制度を採用した場合、年度・名称・委嘱人数について回答。

◆全体件数

実施数 委嘱人数

0 0

0 0

0 0

0 0

（１０）無作為抽出市民による市民討論会等の実施状況について

◆全体件数

対面
対面・

オンライン
オンライン

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1 3 3 0 0

1 3 3 0 0

◆各事案ごと

年度 部課 実施回数 実施方法

令
和
５
年
度

市民部
生活文化課

3 対面

令和４年度

令和５年度

合計

名称

東久留米市タウンミーティング

令和３年度

年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

無作為抽出により市民を選出し、討論会（他の手法、ワークショップ等も含む）を実施した場合、年度・名称・
回数・方法を回答。

年度 実施数 実施回数
実施方法
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（１１）その他の市民参加の実施状況について
（１）～（１０）以外の手法で市民参加を実施した場合、年度・名称・回数・方法・手法を回答。

◆全体件数

紙媒体
紙媒体・
電子媒体 電子媒体 対面

対面・
オンライン

オンライン

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

2 79 0 0 0 78 1 0

2 79 0 0 0 78 1 0

◆各事案ごと

年度 部課 実施回数 実施方法

企画経営室
行政経営課

1
対面・

オンライン

福祉保健部
健康課

78 対面

（１２）補足・今後の課題等について
回答内容について補足事項、市民参加について今後の課題等があれば記入。

年度 部署

令
和
５
年
度

教育部
図書館

図書館内のカウンター・閲覧席にアンケート用紙と回収箱を設置した。併せてQRコードを読み
取りWEBから回答できるようにした。

令
和
５
年
度

未来志向の公共施設マネジメントに関
する市民意見聴取

説明会当日の対面での意見聴取に加
え、当日参加出来なかった方へも説
明動画等を公開し、LoGoフォーム
にて意見聴取した（11/20～
12/10までの21日間）。

東久留米市健康づくり推進部会

「東久留米市健康づくり推進部会」
は、市長から委嘱を受けた市民ボラ
ンティア（関係機関からの推薦及び
応募市民で構成）が、市健康増進計
画を行政・関係機関と協働して推進
している。具体的には、健康づくり
に関するツール作成や情報提供を行
い、市民の健康増進への働きかけを
行っている。月１～２回の話し合い
や学習の場である部会開催の他、パ
ネル展示等の様々な周知活動や
ウォーキング教室の開催、小学生へ
たばこの害を伝える活動などを行っ
ている。回数は、部会の他、様々な
活動も含めた回数としている。

補足・課題

手法

年度 実施数 実施回数
実施方法

令和３年度

令和４年度

令和５年度

合計

名称
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市民参加の状況把握調査

集計結果報告書

平成29年7月

東久留米市
企画経営室企画調整課

別紙③
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調査の概要

１．調査目的

２．調査対象

３．調査項目
市民参加の状況についての調査項目は、以下の10項目とした。

（１）事案意見公募（パブリックコメント制度）の実施状況について

（２）市民説明会の実施状況について

（３）市民ワークショップ等の実施状況について

（４）公聴会の実施状況について

（５）市民の声の対応状況について（生活文化課のみ）

（６）アンケート調査について

（７）シンポジウム・フォーラムの開催について

（８）アイデア・名称等の公募について

（９）市民モニターについて

（１０）（無作為抽出市民による）市民討論会等の開催について

４．調査方法
調査は、各課へ電子メールで依頼をし、電子メールでの回答とした。

５．調査の日程
平成29年6月2日に調査を発出し、6月26日を回答期限と設定した。

回答率は100％であった。

本調査は、市民参加の新たな指針を策定するにあたり、東久留米市役所の各課で実施さ
れている市民参加の状況を把握することを目的として実施したものである。

各課における市民参加の状況について、平成26年度から平成28年度の3年間の実施状況
を対象とした。
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（１）事案意見公募（パブリックコメント制度）の実施状況について

・パブリックコメント制度を活用し市民意見を聴取した年度・事案名称・提出意見数について回答。

◆全体件数

事案実施数 提出意見数

7 432

13 309

11 595

31 1,336

◆各事案ごと

部課 年度 事案名 提出意見数

企画経営室行政管理課 H28 東久留米市公共施設等総合管理計画（案）についてのパブリックコメント 1

市民部生活文化課 H28 （仮称）東久留米市第３次男女平等推進プラン（素案）へのパブリックコメント 2

環境安全部ごみ対策課 H28 「東久留米市一般廃棄物処理基本計画（素案）」に対するパブリックコメント 1

子ども家庭部児童青少年課 H28 「東久留米市立中央児童館の今後の運営方法について（案）」についてのパブリックコメント 49

都市建設部道路計画課 H28 東久留米市交通安全計画（素案）に対するパブリックコメント 0

都市建設部施設建設課 H28 耐震改修促進計画 0

教育部図書館 H28 「今後の東久留米市立図書館の運営方針（案）」について 379

企画経営室企画調整課 H27 東久留米市第４次長期総合計画後期基本計画（素案） 15

企画経営室企画調整課 H27 東久留米市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成28年3月版）（案） 10

企画経営室行政管理課 H27 東久留米市公共施設のあり方に関する基本方針（案）についてのパブリックコメント 82

総務部総務課 H27 東久留米市個人情報保護条例の改正について 3

総務部総務課 H27 （仮称）東久留米市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の制定について 0

環境安全部防災防犯課 H27 地域防災計画改訂のパブリックコメント 0

環境安全部環境政策課 H27 東久留米市緑地保全計画素案への意見 21

環境安全部環境政策課 H27 東久留米市第二次環境基本計画素案への意見 41

環境安全部ごみ対策課 H27 東久留米市家庭ごみ有料化に向けた実施計画（案）に対するパブリックコメント 106

福祉保健部健康課 H27 東久留米市健康増進計画「わくわく健康プラン東くるめ（第２次）」（素案） 3

教育部教育総務課 H27 東久留米市教育振興基本計画【改訂版】 18

教育部指導室 H27 東久留米市特別支援教育推進計画 3

教育部指導室 H27 東久留米市特別支援教室設置計画 7

企画経営室企画調整課 H26 旧大道幼稚園跡の新たな利活用案 45

企画経営室行政管理課 H26 財政健全経営に係る基本的考え方（答申）に対する意見聴取 1

福祉保健部福祉総務課 H26 第３次地域福祉計画（素案）に対するパブリックコメント 1

福祉保健部障害福祉課 H26 東久留米市障害者計画・第4期障害福祉計画（素案）に対するパブリックコメント 36

福祉保健部介護福祉課 H26 第6期　東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（案） 3

福祉保健部介護福祉課 H26 東久留米市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例（案） 1

福祉保健部介護福祉課 H26
東久留米市指定介護予防支援の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（案） 1

福祉保健部健康課 H26 東久留米市新型インフルエンザ等対策行動計画（案） 0

福祉保健部健康課 H26 東久留米市母子保健計画（案） 0

子ども家庭部子育て支援課 H26 「東久留米市子ども・子育て支援事業計画」（素案）に関するパブリックコメント 406

子ども家庭部子育て支援課 H26 子ども・子育て支援新制度実施へ向けて、市が条例で定める施設等の基準（素案）に関するパブリックコメント 101

年度

平成26年度

平成27年度

合計

平成28年度
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（２）市民説明会の実施状況について

・市民説明会を実施した年度・説明会名称・実施回数について回答。

・ここでの市民説明会とは、行政が市民に事業決定の前などに考えを説明し、市民の意見聴取等を行う方法を

   いう。

◆全体件数

事案実施数 実施回数

6 140

7 12

7 78

20 230

◆各事案ごと

部課 年度 事案名 実施回数

環境安全部ごみ対策課 H28 家庭ごみ有料化に向けた説明会 131

福祉保健部介護福祉課 H28 東久留米市新しい総合事業説明会 3

子ども家庭部児童青少年課 H28 新児童館に関する説明会 1

都市建設部都市計画課 H28 久留米東村山線沿道柳窪地区地区計画（原案）説明会 1

教育部学務課 H28 通学路への防犯カメラ設置に関する説明会 1

教育部学務課 H28 小学校給食調理業務委託説明会（第五小、南町小、第九小） 3

企画経営室企画調整課 H27 東久留米市上の原地区土地利用構想整備計画（案）に関する説明会 1

環境安全部防災防犯課 H27 防災行政無線の新設に関する説明会 2

環境安全部ごみ対策課 H27 家庭ごみ有料化に向けた説明会 5

福祉保健部介護福祉課 H27 高齢者元気度アンケート結果説明会 1

都市建設部都市計画課 H27 上の原地区地区地区計画（原案）説明会 1

都市建設部都市計画課 H27 上の原地区地区地区計画（案）説明会 1

都市建設部道路計画課 H27 東村山都市計画道路３・４・２０号線道路工事等説明会 1

企画経営室行政管理課 H26 財政健全経営に係る基本的考え方（答申）市民意見交換会 1

環境安全部ごみ対策課 H26 ﾎﾞｯｸｽ前説明会 72

福祉保健部介護福祉課 H26 第6期　東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（案）～制度改正と新しい総合事業 1

都市建設部都市計画課 H26 南沢五丁目地区地区計画の変更（原案）説明会 1

都市建設部道路計画課 H26 東村山都市計画道路３・４・５号線道路工事等説明会 1

都市建設部道路計画課 H26 上の原地区へのアクセス道路に関する説明会 1

教育部学務課 H26 小学校給食調理業務委託説明会（第二小） 1

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計
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（３）市民ワークショップ等の実施状況について

・市民ワークショップを実施した場合は、年度・名称・実施回数について回答。

・ここでの市民ワークショップとは、市民と市、又は市民同士が相互に議論することにより案を作り上げて

   いく手法をいう。懇談会やポスターセッション等の市民からの直接的な意見聴取方法も含むものとする。

◆全体件数

事案実施数 実施回数

3 5

3 26

2 2

8 33

◆各事案ごと

部課 年度 事案名 実施回数

福祉保健部福祉総務課 H28 弥生地区　住民懇談会 2

福祉保健部福祉総務課 H28 「住みよいまちづくり」に向けた集い 1

都市建設部都市計画課 H28 都市計画道路東3･4･20号線沿道神宝町地区まちづくり懇談会 2

福祉保健部健康課 H27
東久留米市健康増進計画「わくわく健康プラン東くるめ（第２次）」策定にむ
けてのワークショップ（市長から委嘱されている健康づくり推進員との会議
「健康づくり推進部会」での意見交換）

23

都市建設部都市計画課 H27 都市計画道路東3･4･5号線沿道柳窪地区まちづくり懇談会 2

都市建設部都市計画課 H27 都市計画道路東3･4･20号線沿道神宝町地区まちづくり懇談会 1

福祉保健部福祉総務課 H26 東久留米市地域支え合いフォーラム（ミニワークショップ） 1

都市建設部都市計画課 H26 都市計画道路東3･4･5号線沿道柳窪地区まちづくり懇談会 1

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計
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（４）公聴会の実施状況について

・公聴会を実施した場合は、年度・公聴会の名称・実施回数について回答。

・ここでの公聴会とは、行政が重要な事項を決定する際などに、利害関係者や学識経験者などを呼び、その

   意見を聴取する方法をいう。

◆全体件数

事案実施数 実施回数

0 0

0 0

0 0

0 0

（５）市民の声の対応状況について（生活文化課のみ）

・生活文化課にて、寄せられた市民の声に対する対応状況について回答。

◆全体件数

市民の声の件数 対応件数

510 510

480 480

436 436

1,426 1,426

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計
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（６）アンケート調査について

・市民意向を把握するためのアンケート調査の実施状況について、年度・アンケート名称・対象者数

   （アンケート送付数）・有効回答数について回答。

◆全体件数

アンケート実施数 対象者数 有効回答数

14 14,822 7,654

9 34,381 22,387

9 14,609 9,205

32 63,812 39,246

◆各事案ごと

部課 年度 アンケート名 対象者数 有効回答数

企画経営室企画調整課 H28 地域のつながりに関するアンケート調査（路上調査等） 260 260

市民部生活文化課 H28 くらしフェスタくるめ来場者アンケート 679 679

市民部生活文化課 H28 東久留米市男女平等・共同参画に関するアンケート調査 2,000 574

福祉保健部福祉総務課 H28 「住みよいまちづくり」に向けたアンケート調査（単位は世帯） 262 137

福祉保健部介護福祉課 H28 高齢者あんしん生活調査 507 373

福祉保健部介護福祉課 H28 高齢者一般調査 1,500 1,062

福祉保健部介護福祉課 H28 在宅サービス利用者調査 1,500 959

子ども家庭部児童青少年課 H28 平成２８年度市立児童館アンケート調査 市立児童館来館者 629

子ども家庭部児童青少年課 H28 東久留米市立中央児童館のサービスの充実及び向上に関するアンケート 中央児童館来館者 100

子ども家庭部児童青少年課 H28 児童の居場所づくり事業アンケート 参加者 25

都市建設部都市計画課 H28 第2回都市計画道路東3・4・20号線沿道地区まちづくりアンケート 114 46

都市建設部管理課 H28 自転車等駐車場に関する市民意識調査 3,000 1,076

都市建設部管理課 H28 自転車等駐車場利用者アンケート調査 2,000 627

都市建設部施設建設課 H28 耐震改修促進計画改定に関する市民意識調査 3,000 1,107

企画経営室行政管理課 H27 公共施設の今後のあり方に関するアンケート調査 2,000 732

企画経営室行政管理課 H27 施策成果アンケート調査 2,000 904

市民部生活文化課 H27 くらしフェスタくるめ来場者アンケート 555 502

環境安全部ごみ対策課 H27 家庭ごみ有料化導入基礎調査 2,000 941

福祉保健部介護福祉課 H27 元気度アンケート調査 26,871 18,065

子ども家庭部児童青少年課 H27 平成２７年度市立児童館アンケート調査 市立児童館来館者 609

子ども家庭部児童青少年課 H27 学童保育所の延長保育等に関するアンケート 807 553

都市建設部都市計画課 H27 第2回都市計画道路東3・4・5号線沿道地区まちづくりアンケート 34 16

都市建設部都市計画課 H27 都市計画道路東3・4・20号線沿道地区まちづくりアンケート 114 65

企画経営室行政管理課 H26 施策成果アンケート調査 2,000 720

企画経営室行政管理課 H26 市民満足度調査 2,000 683

市民部生活文化課 H26 くらしフェスタくるめ来場者アンケート 640 557

福祉保健部障害福祉課 H26 障害や病気のある方の地域での生活と共生に関する意識調査 3,000 1,587

福祉保健部介護福祉課 H26 高齢者あんしん生活調査 585 503

福祉保健部健康課 H26 東久留米市　健康に関する状況調査報告書 1,937 1,374

子ども家庭部児童青少年課 H26 平成２６年度市立児童館アンケート調査 市立児童館来館者 747

都市建設部都市計画課 H26 都市計画道路東3・4・5号線沿道地区まちづくりアンケート 33 22

教育部学務課 H26 給食調理業務委託計画に関するアンケート 4,414 3,012

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計

57



（７）シンポジウム・フォーラムの開催について

・シンポジウム・フォーラムの実施状況について、年度・名称・実施回数について回答。

・ここでのシンポジウム・フォーラムは、公開の場で意見を述べて議論する形式の討論会のことをいう。

◆全体件数

事案実施数 開催回数

2 2

4 4

2 2

8 8

◆各事案ごと

部課 年度 名称 開催回数

市民部生活文化課 H28 平成２８年度自治会長と市長との話し合い 1

環境安全部環境政策課 H28 環境シンポジウム　みんながこのまちの生物係 1

企画経営室企画調整課 H27 東久留米市まち・ひと・しごと創生推進シンポジウム 1

市民部生活文化課 H27 平成２７年度自治会長と市長との話し合い 1

環境安全部環境政策課 H27 環境シンポジウム　東久留米市第二次環境基本計画の実現のために、と映画上映 1

福祉保健部介護福祉課 H27 地域リハビリテーション支援センター事業　市民説明会 1

市民部生活文化課 H26 平成２６年度自治会長と市長との話し合い 1

環境安全部環境政策課 H26 環境シンポジウム　水循環基本法の成立と展望 1

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計
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（８）アイデア・名称等の公募について

・各課の事業において、アイデアや名称等を広く市民から募集した場合、その年度・公募事案・実施回数に

   ついて回答。

◆全体件数

公募事案数 実施回数

1 1

0 0

1 1

2 2

◆各事案ごと

部課 年度 公募事案 実施回数

子ども家庭部児童青少年課 H28 愛のひと声運動標語募集 1

市民部生活文化課 H26 消費生活イメージキャラクター　名前募集 1

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計
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（９）市民モニターについて

・継続的に市民意見を聴取するため、市民モニター制度を採用している場合、年度・モニター制度の名称・

   市民モニターの委嘱人数について回答。

◆全体件数

制度実施数 人数

0 0

0 0

0 0

0 0

（１０）（無作為抽出市民による）市民討論会等の開催について

・無作為抽出により市民を選出し、討論会（他の手法、ワークショップなども含む。）を実施した場合は、

   年度・市民討論会等の名称・実施回数について回答。

◆全体件数

事案実施数 実施回数

0 0

0 0

0 0

0 0

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計

年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

合計

年度
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